部局長とＰＴの議論資料　
【事務事業、出資法人、公の施設】
	項目名
	小規模事業経営支援事業費補助金

	部局の考え方


	○　方　針
○　事業の意義
・小規模事業者等の経営基盤の充実を図り、地域産業の活性化につなげる。
・本事業は、法令に基づき国と府県が共同して実施してきた地域中小企業支援の基盤的事業である。
 (根拠法:商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律、中小企業支援法)
　・府域の事業所数　475,780事業所（うち小規模は364,062事業所）
○　現行の事業

・商工会(17)・商工会議所(20)・商工会連合会に経営指導員(388名)を配置し、小規模事業者の経営の改善発達を支援する事業を実施（別紙「事業実績」）
○　費用と効果
・経営指導員の指導を条件とする国民生活金融公庫の無担保無保証人融資制度（マル経融資）等の年間斡旋件数は7,197件、斡旋金額は約510億円

・年間相談件数　窓口76,131件　巡回69,547件　合計145,678件
　・各種セミナー、交流会、商談会等による販路拡大などの波及効果も大きい。
　・再構築の中で、数値目標の設定など費用対効果が検証できる仕組みを導入する。

	参考データ等
	■事業実績

■人件費補助から事業費補助への転換
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小規模事業者等のニーズを踏まえ、補助制度を抜本的に見直し、「中小企業の活力再生・地域産業の活性化に向けた新たな事業」として再構築


（縮減率を20%（法根拠事業）とし、20年度は10%縮減の経過措置）





・小規模事業者等のニーズを踏まえ、今後、次の二つの機能を強化


（ニーズの把握については、マーケティング・リサーチ・チームと共同で実施中）


①小規模事業者等に対するきめ細かな巡回相談等による情報提供及び経営課題解決に向けたコーディネート(セーフティネット機能)


②地域特性に応じた新事業の創出促進(地域活性化機能)


⇒見直しのポイント


　①人件費補助から事業費補助に転換(別紙参照)


　②事業目標の設定と評価の仕組みの導入(利用者満足度、第三者評価)


　③事業者ニーズに対応できる専門家の活用(民間との連携)


　④地域性と独自性を生かした事業への補助枠の拡大(地域からの提案)


※併せて、府支援センター、地域支援センター等の中小企業支援体制を効率的に再編し、商工会・商工会議所を中小企業支援の第一線機関と位置づける。
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